政策研究大学院大学との連携のねらいと具体的メリット
　自治大学校の第一部課程については、現在6ヶ月間の宿泊研修としているが、その期間や内容が地方自治体側のニーズから見てやや中途半端との意見があり、研修生の派遣実績もじわじわと減少してきている。このような状況に鑑みると、第一部課程については、近い将来再編成について検討することが必要になると予想されるが、その場合には、基礎科目を中心に通信教育やｅラーニングを効果的に活用すること、宿泊研修の期間や内容を効果的かつ効率的な研修の実施という観点から抜本的に見直すこと、大学・大学院との連携強化により、学位や単位の取得を前提とした1年間の研修課程を本格的に実施することなどを検討していく必要がある。

　大学・大学院との連携は、最終的には単位の相互認定や学位の取得に至らなければ意味がないが、一足飛びにこれを実現するのは無理があり、試行的な連携を重ねて実績を積み、その上に立って制度化を図ることが現実的な方策である。
　また、従来から、半年間の第一部課程での研修と半年間の校務の実務研修の組み合わせで実施してきている「特別研修生」の制度についても、地方自治体の行政改革や定数削減の影響を受けて、徐々に確保が難しくなって来つつあるのが現状である。

　このような状況のもと、平成20年度の特別研修生制度については、その拡充の一環として一部の研修生を対象に政策研究大学院大学（修士コース又は科目履修生）との連携を試行的に実施し、そのメリット、問題点、将来課題などを洗い出すこととするものである。

　自治大学校は地方公務員の中央研修機関として国が設けているものであるが、その性格上、我々スタッフはもちろんのこと、地方自治体、研修生、卒業生、外部講師の先生方などの関係者が皆でその発展、改革・改善に取り組んでいかなければならないものであり、今回の政策研究大学院大学との試行的連携について、先進地方自治体の積極的参加とご協力をお願いするものである。

　なお、この新たな連携プログラムにかかる特別研修生派遣の具体的メリットは以下の通りである。

　１　生活環境も周辺環境も抜群で、食事や健康づくりなどの心配もいらない自治大学校の寮に1年間生活の本拠を置きながら、自治大学校のみならず政策研究大学院大学に通い（通学時間は1時間程度）、本格的な学習や研究をすることが可能である
　２　土日も含めて開館している自治大学校の専門的な図書館が利用できるので、地方行財政関係の学習、研究、論文作成などに便利である

　３　自治大学校の研修生仲間や教職員、外部講師の先生方との強い交流の絆ができる

　４　自治大学校のクラブ活動や課外活動、卒業後の校友会活動（ＭＬ、事後研修会など）などに参加ができる

　５　自治大学校研修生として学校の管理に属するので、規律ある生活ができる
